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１．平成１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 4,246 (10.3) △17 (－) △25 (－)

１７年９月中間期 3,850 (3.4) △23 (－) △19 (－)

１８年３月期 9,286 42 27

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 0 (△97.8) 0 07

１７年９月中間期 18 (△62.3) 3 01

１８年３月期 66 11 09

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 5,982,933株 17年9月中間期 5,983,025株 18年3月期 5,983,014株

②会計方針の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 5,886 1,067 18.1 178 48

１７年９月中間期 5,584 1,142 20.5 191 01

１８年３月期 6,343 1,162 18.3 194 38

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 5,982,754株 17年9月中間期 5,983,004株 18年3月期 5,983,004株

②期末自己株式数 18年9月中間期 17,246株 17年9月中間期 16,996株 18年3月期 16,996株

③平成17年9月中間および平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」、「株主資本比率」、および
「１株当たり株主資本」を、「純資産」、「自己資本比率」および「1株当たり純資産」の欄にそれぞれ記載して
おります。

２．平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 9,450  47  46  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）７円69銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 　　― 5.00 5.00

19年３月期（実績） 　　― 　　　　―
5.00

 19年３月期（予想） 　　― 5.00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金  714,889   663,307   340,546   

２　受取手形  14,600   16,751   14,849   

３　売掛金  1,420,327   1,515,369   2,230,820   

４　有価証券  52,436   74,896   58,469   

５　たな卸資産  610,782   834,441   914,842   

６　繰延税金資産  32,531   42,622   45,592   

７　繰延ヘッジ損失 ※３ 99,510   ―   31,462   

８　その他  182,389   131,274   117,386   

貸倒引当金  △56,705   △43,462   △43,366   

流動資産合計   3,070,761 55.0  3,235,201 55.0  3,710,603 58.5

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１　建物 ※２ 399,597   400,858   395,612   

２　土地 ※２ 1,178,600   1,178,600   1,178,600   

３　その他  10,980   18,792   18,036   

計  1,589,177   1,598,251   1,592,248   

(2）無形固定資産  104,412   99,939   100,407   

(3）投資その他の資産           

１　投資有価証券  732,708   815,144   783,793   

２　更生債権等  1,752   ―   66,719   

３　繰延税金資産  45,852   104,703   61,806   

４　その他  92,384   98,710   96,039   

貸倒引当金  △52,515   △65,752   △67,743   

計  820,182   952,806   940,615   

固定資産合計   2,513,772 45.0  2,650,997 45.0  2,633,271 41.5

資産合計   5,584,534 100.0  5,886,198 100.0  6,343,875 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　支払手形  ―   ―   873   

２　買掛金  724,451   1,204,509   1,604,350   

３　短期借入金 ※２ 2,115,794   2,290,300   2,019,802   

４　未払法人税等  13,535   8,008   61,017   

５　前受金  210,078   184,045   288,840   

６　賞与引当金  32,288   30,553   31,068   

７  デリバティブ債務  89,508   7,451   19,804   

８　返品調整引当金  2,750   4,297   16,427   

９　子会社整理損失
引当金

※５ ―   ―   67,017   

10　その他  238,504   179,562   190,043   

流動負債合計   3,426,911 61.4  3,908,727 66.4  4,299,244 67.8

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※２ 449,450   337,650   307,130   

２　退職給付引当金  88,182   88,381   94,534   

３　再評価に係る繰延
税金負債

 424,259   424,259   424,259   

４　その他  52,931   59,380   55,731   

固定負債合計   1,014,823 18.2  909,672 15.5  881,655 13.9

負債合計   4,441,734 79.5  4,818,399 81.9  5,180,899 81.7

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   300,000 5.4  ― ―  300,000 4.7

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金  65,789   ―   65,789   

資本剰余金合計   65,789 1.2  ― ―  65,789 1.1

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金  75,000   ―   75,000   

２　中間（当期）未処
分利益

 71,206   ―   119,563   

利益剰余金合計   146,206 2.6  ― ―  194,563 3.1

Ⅳ　土地再評価差額金   618,402 11.1  ― ―  618,402 9.7

Ⅴ　その他有価証券評価
差額金

  16,714 0.3  ― ―  △11,467 △0.2

Ⅵ　自己株式   △4,313 △0.1  ― ―  △4,313 △0.1

資本合計   1,142,800 20.5  ― ―  1,162,975 18.3

負債・資本合計   5,584,534 100.0  ― ―  6,343,875 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   ― ―  300,000 5.1  ― ―

２　資本剰余金           

　資本準備金   ― ― 65,789    ― ―

資本剰余金合計   ― ―  65,789 1.1  ― ―

３　利益剰余金           

　(1）利益準備金   ― ― 75,000    ― ―

　(2）その他利益
　剰余金

          

繰越利益剰余金   ― ― 90,038    ― ―

利益剰余金合計   ― ―  165,038 2.8  ― ―

４　自己株式   ― ―  △4,366 △0.1  ― ―

株主資本合計   ― ―  526,462 8.9  ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券評
価差額金

  ― ―  △67,158 △1.1  ― ―

２　繰延ヘッジ損益   ― ―  △9,907 △0.2  ― ―

３　土地再評価差額金   ― ―  618,402 10.5  ― ―

評価・換算差額等
合計

  ― ―  541,336 9.2  ― ―

純資産合計   ― ―  1,067,798 18.1  ― ―

負債純資産合計   ― ―  5,886,198 100.0  ― ―
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   3,850,496 100.0  4,246,857 100.0  9,286,967 100.0

Ⅱ　売上原価   3,191,990 82.9  3,559,644 83.8  7,846,666 84.5

売上総利益   658,506 17.1  687,213 16.2  1,440,300 15.5

返品調整引当金戻
入額

  ―   16,427 0.4  ―  

返品調整引当金繰
入額

  2,750 0.1  4,297 0.1  16,427 0.2

差引売上総利益   655,756 17.0  699,343 16.5  1,423,873 15.3

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  678,917 17.6  716,707 16.9  1,381,724 14.9

営業利益又は営業
損失（△）

  △23,160 △0.6  △17,364 △0.4  42,148 0.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  22,549 0.6  12,183 0.3  19,444 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  19,318 0.5  19,873 0.5  34,446 0.3

経常利益又は経常
損失（△）

  △19,929 △0.5  △25,054 △0.6  27,146 0.3

Ⅵ　特別利益 ※３  69,358 1.8  36,758 0.9  188,263 2.0

Ⅶ　特別損失 ※４  15,115 0.4  5,311 0.1  95,117 1.0

税引前中間（当
期）純利益

  34,313 0.9  6,392 0.2  120,291 1.3

法人税、住民税及
び事業税

 8,024   926   55,325   

法人税等調整額  8,279 16,303 0.4 5,076 6,002 0.1 △1,401 53,924 0.6

中間（当期）純利
益

  18,010 0.5  389 0.0  66,367 0.7

前期繰越利益   53,195   ―   53,195  

中間（当期）未処
分利益

  71,206   ―   119,563  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 300,000 65,789 75,000 119,563 194,563 △4,313 556,040

中間会計期間変動額

剰余金の配当（注） ―   △29,915 △29,915  △29,915

中間純利益 ―   389 389  389

自己株式の取得 ―     △52 △52

株主資本以外の項目の中間会計

期間変動額（純額）
―       

中間会計期間変動額合計 ―   △29,525 △29,525 △52 △29,577

平成18年９月30日残高 300,000 65,789 75,000 90,038 165,038 △4,366 526,462

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

土地再評価
差額金　　

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 △11,467 ― 618,402 606,935 1,162,975

中間会計期間の変動額

剰余金の配当（注） ― ― ―  △29,915

中間純利益 ― ― ―  389

自己株式の取得 ― ― ―  △52

株主資本以外の項目の中間会計期

間変動額（純額）
△55,690 △9,907 ― △65,598 △65,598

中間会計期間の変動額合計 △55,690 △9,907 ― △65,598 △95,176

平成18年９月30日残高 △67,158 △9,907 618,402 541,336 1,067,798

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①　売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均

法により算定）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①　売買目的有価証券

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①　売買目的有価証券

同左

②　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　子会社株式及び関連会社株式

同左

③　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定）

 

③　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定）

③　その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基

づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

最終仕入原価法による原価法

(3）たな卸資産

同左

(3）たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　８～50年

但し、取得価額100千円以上200

千円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間の均等償却を

しております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

定額法によっております。

但し、自社利用によるソフト

ウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売掛金、貸付金等中間期末現在

に有する債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売掛金、貸付金等期末現在に有

する債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負担額を

計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の引当額と

して当期に負担すべき翌期支給

見込額を計上しております。

(3）返品調整引当金

英語教科書等の取次出版物の返

品による損失に備えるため、一

定期間の売上高に返品実績率及

び売買利益率を乗じて算出した

損失見込額を計上しておりま

す。

 

(会計方針の変更)

当社が取扱う取次出版物のうち

英語教科書等については、得意

先における販売残余品の返品受

入が取引慣行となっております。

かかる返品の会計処理方法は、

従来、返品受入時に売上高から

控除する方法によっていました

が、当中間会計期間より、当該

商品の一定期間の売上高に対応

して当中間会計期間末以降に発

生すると見込まれる返品による

損失見込額を返品調整引当金と

して計上し、売上総利益に加減

算し差引売上総利益を計上する

方法に変更いたしました。

この変更は、当中間会計期間に

おいてコンピューターシステム

の整備により返品率の算定が可

能となったことに伴い、より適

正な期間損益を算定するために

実施したものであり、この結果、

従来の方法に比し返品調整引当

金調整後の売上総利益及び税引

前中間純利益がそれぞれ 2,750

千円減少し、営業損失及び経常

損失が同額増加しております。

(3）返品調整引当金

同左

 

──────

(3）返品調整引当金

同左

 

(会計方針の変更)

当社が取扱う取次出版物のうち

英語教科書等については、得意

先における販売残余品の返品受

入が取引慣行となっております。

かかる返品の会計処理方法は、

従来、返品受入時に売上高から

控除する方法によっていました

が、当事業年度より、当該商品

の一定期間の売上高に対応して

当事業年度末以降に発生すると

見込まれる返品による損失見込

額を返品調整引当金として計上

し、「売上総利益」に加減算し

「差引売上総利益」を計上する

方法に変更いたしました。

この変更は、当事業年度におい

てコンピューターシステムの整

備により返品率の算定が可能と

なったことに伴い、より適正な

期間損益を算定するために実施

したものであり、この結果、従

来の方法に比し返品調整引当金

調整後の売上総利益（差引売上

総利益）、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞ

れ16,427千円減少しております。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異

(246,900千円)については、10

年で毎期均等額を費用処理して

おります。 

また、数理計算上の差異はその

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)に

よる定率法により発生の翌期か

ら費用処理することとしており

ます。 

(4）退職給付引当金 

同左

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

なお、会計基準変更時差異

(246,900千円)については、10

年で毎期均等額を費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による

定率法により発生の翌期から費

用処理することとしております。

────── ────── (5）子会社整理損失引当金

子会社の整理に伴う損失に備え

るため、当該子会社の財政状態

等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。

４　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、金利スワップについ

ては特例処理によっております。

５　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　　　　同左

５　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

当中間期にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約・クーポ

ンスワップ・通貨

オプション・金利

スワップ

ヘッジ手段…

同左

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象…商品輸出入による

外貨建金銭債権債

務及び外貨建予定

取引並びに借入金

ヘッジ対象…

同左

ヘッジ対象…

同左

(3）ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限

規定及び取引限度額等を定めた

内部規定に基づき、ヘッジ対象

に係る為替相場変動リスク、金

利変動リスクを一定の範囲内で

ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動を

半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。

但し、ヘッジ手段とヘッジ対象

の資産・負債又は予定取引に関

する重要な条件が同一である場

合には、ヘッジ効果が極めて高

いことから、ヘッジの有効性の

評価は省略しております。

また、特例処理によっている金

利スワップについても有効性の

評価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６　消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

６　消費税等の会計処理方法

同左

６　消費税等の会計処理方法

同左
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会計方針の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日）)及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を

適用しております。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日）)

及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）を適用し

ております。

これによる損益に与える影響はありま

せん。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

これまでの「資本の部」の合計に相当

する金額は1,077,706千円でありま

す。

なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中

間財務諸表等規則の改正に伴い改正後

の中間財務諸表等規則により作成して

おります。

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 ※１　有形固定資産減価償却累計額 ※１　有形固定資産減価償却累計額

560,026千円        583,738千円 571,639千円

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

建物 395,539千円

土地  1,178,600千円

建物 308,998千円

土地 1,130,500千円

建物   303,512千円

土地  1,130,500千円

上記担保資産に対する債務 上記担保資産に対する債務 上記担保資産に対する債務

短期借入金 1,325,000千円

長期借入金 240,000千円

短期借入金   960,000千円

長期借入金 180,000千円

短期借入金 1,355,000千円

長期借入金  210,000千円

※３　繰延ヘッジ損失の内訳

繰延ヘッジ損失（純額）の内訳

は次のとおりであります。

────── ※３　繰延ヘッジ損失の内訳

繰延ヘッジ損失（純額）の内訳

は次のとおりであります。

繰延ヘッジ損失 100,501千円

繰延ヘッジ利益 991千円

繰延ヘッジ損失 33,720千円

繰延ヘッジ利益 2,257千円

４　偶発債務

子会社の金融機関からの借入金

に対し次のとおり保証を行って

おります。

JAPAN BOOK PLAZA PTY. LTD.

1,720千円

────── ──────

────── ────── ※５　子会社整理損失引当金

子会社整理損失引当金は、平成

18年３月をもって解散を決議し

たJAPAN BOOK PLAZA PTY.

LTD.に対するもので、前期にお

いて同社に対し計上していた貸

倒引当金11,754千円を含んでお

ります。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 266千円

受取配当金 875千円

為替差益  16,782千円

有価証券評価益 3,407千円

受取利息 255千円

受取配当金 2,465千円

為替差益   8,150千円

受取利息  479千円

受取配当金 1,378千円

為替差益 6,572千円

有価証券運用益 8,469千円

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息 18,637千円 支払利息  16,331千円

有価証券運用損 3,523千円

支払利息   34,087千円

※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目

投資有価証券売

却益
 61,689千円

貸倒引当金戻入

益
7,669千円

投資有価証券売

却益
    36,294円

投資有価証券売

却益
188,263千円

※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目

役員退職慰労金 14,942千円 役員退職慰労金 1,450千円

子会社整理損失   2,951千円

役員退職慰労金  14,942千円

貸倒引当金繰入

額
 14,726千円

投資有価証券売

却損
 8,219千円

子会社整理損失  56,814千円

５　減価償却実施額 ５　減価償却実施額 ５　減価償却実施額

有形固定資産  11,132千円

無形固定資産 10,274千円

有形固定資産  12,468千円

無形固定資産 14,484千円

有形固定資産 22,745千円

無形固定資産 25,508千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　

 　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末株式数

（株）

 当中間会計期間増加

 株式数（株）

 当中間期間減少

株式数（株）

 当中間会計期間末

 株式数（株）

　普通株式　（注） 16,996 250 ― 17,246

合　　計 16,996 250 ― 17,246

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加250株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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①　リース取引

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

 

②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末（平成18年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末（平成18年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 191円01銭

１株当たり中間純利益  ３円01銭

１株当たり純資産額 178円48銭

１株当たり中間純利益    0円07銭

１株当たり純資産額 194円38銭

１株当たり当期純利益 11円09銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 18,010 389 66,367

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益　　

（千円）
18,010 389 66,367

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,983 5,982 5,983

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

－ 15 －


